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国家公務員法等の一部を改正する法律案に関し、

民主党国会議員が稲田大臣、原総裁らに対し質疑-11/29
　11月29日、９時からの衆議院内閣委員会で民主党をはじめとする野党各党が、関係閣僚・政府参考人に対し、国家公務員法等の一部を改正する法律案についての質疑を行った。民主党からは、会派を代表して若井康彦（自治労協力国会議員団長）、後藤祐一衆議院議員が質問し、これに対して、稲田大臣、人事院原総裁らが答弁した。

　まず始めに、若井議員が以下のように質問した。

(1) 甘利法案に対し、2009年に人事院が内閣に提出した意見書の中で掲げた課題は何か。

(2) その意見書が掲げた課題は今回の政府案で克服されたか。

(3) 具体的に級別定数設定を行う際、人事院の意見と、内閣人事局の決定・具体案が異なる場合も出てくるのではないか。どちらが優先されるのか。

(4) 今後、政府はＩＬＯの勧告に対しどのように対応していくのか。

(5) 基本法12条に「政府は、協約締結権を付与する職員の範囲の拡大に伴う便益及び費用を含む全体像を国民に提示し、その理解のもとに、開かれた自律的労使関係制度を措置するものとする」と定められている。これを措置しないのは何故か。

　これらに対し、政府、人事院は以下のように答弁した。

(1) 甘利法案が、人事行政の中立・公正性の確保、公務員の労働基本権制約に対する代償措置が無いまま閣議決定されたことについて人事院の意見を取りまとめたもので、具体的には、任用の基準設定及び採用試験・研修の企画立案、級別定数に関する点等についてが課題であった。（永長事務総局総括審議官）

(2) 今回の政府案は、採用・研修の必要な機能は人事院が担い、級別定数は勤務条件に密接に関連する側面があることから「人事院の意見を十分に尊重する」とされた。こうしたことから、人事行政の中立・公正性、代償措置としての機能が確保されていると考えている。（原総裁）

(3) ① 人事院の意見を十分に尊重しつつ、内閣人事局で決定する。（稲田大臣）

　　② 基本権制約に対する代償機能が十分に果たされる必要があり、人事院の意見を十分に尊重して決定されるものであると考えている。（原総裁）

(4) 2002年以降のＩＬＯ勧告は、公務員制度について関係者と十分話し合うこと、改革の進展についての情報提供を求めるものと理解している。これまで職員団体を含めた様々なレベルで意見交換を行ってきた。今後も引き続き意見交換、ＩＬＯに対する情報提供を行っていく。（稲田大臣）

(5) 多岐にわたる課題があり、これに対し引き続き慎重に検討する必要があることから、制度の全体像を国民に示す段階にないと考えている。（稲田大臣）

　次に、後藤議員は、今回の改革が「国の重要政策に対応するため、機動的な人材配置を行うこと」を目的としていることについて、政府案では実現できないとの主張を展開した。

　後藤議員は、まず次の点について、関係者の答弁を求めた。

(1) 政府案では、級別定数は勤務条件に密接に関連するとして「人事院の意見を十分に尊重する」としている。級別定数の数については勤務条件性があると考えるが、個々のポストの級設定は職務・責任に基づく格付けであり勤務条件性は無いと考えるがどうか。

　これに対し、関係者は次のように答弁した。

(1) ① 個々のポストの積み重ねである級別定数全体は、勤務条件に密接に関連すると考えるが、個々のポストの級設定は、突き詰めて言えば、勤務条件性は無い。（稲田大臣）

　　② ある級の枠が１つ増えること、この変更の積み重ねが級別定数だ。個々のポストの級設定は勤務条件性がある。（原総裁）

　　③ 具体的ポストに誰かが就くものであり、勤務条件にあてはまる。（松永内閣法制局第３部長）

　後藤議員は、上記の答弁について見解が異なることを問題として指摘しつつ、これらを踏まえ、以下のように質問した。

(2) 「級別定数」として、１つ１つのポストを具体的にどの級に格付けするか、各省が人事院と協議している。この作業はあまりにも膨大で、行革の観点からも無駄であるし、「重要政策に対応するための機動的な人材配置」の妨げになるし、やめるべきではないか。

(3) 級別定数に関し、「人事院の意見を十分尊重する」との記載があるが、これがある場合と無い場合で、運用にどのような違いが生じるのか。甘利法案記載の「人事院の意見をきく」にとどめるべきではないか。

(4) 級別定数に、財務省給与共済課も関与している。「機動的な人材配置」を実現するには、給与共済課の機能も内閣人事局に移すべきではないか。

　これらに対し、稲田大臣は以下のように答弁した。

(2) 人事院と人事局で重複するようであれば、行革の意味がない。委員がおっしゃるように、機動的運用ができるようにしたい。（稲田大臣）

(3) 勤務条件の確保という観点から、級別定数に関する人事院の意見は、他に関する人事院の意見より尊重されるということだ。公務員の労働基本権を措置していないので、人事院の意見を尊重して内閣で決める。（稲田大臣）

(4) 財務大臣が全ての予算を一元的に担う、という機能もある。内閣人事局は総人件費の指針を担う。（稲田大臣）

さらに、後藤議員は以下のように質問した。

(5) 基本法12条にある国民の「理解」を得ようとする努力を行ってきたか。全体像を国民に示すことは、政府の義務と考えるか。また。今後国民に全体像を示すか。

(6) 基本法10条では、定年を段階的に65歳に引き上げることについて検討することを定めているが、年金支給開始年齢が62歳に引き上げられる2016年度までに必要な措置をすることとし、職員団体からも意見を聞くべきだ。

　これらに対し、稲田大臣は以下のように答弁した。

(5) 全体像を示し、国民の理解を得る段階でないと考えた。なお、全体像を国民に示すことは、法律上の義務である。今後、関係者の意見を伺いながら、国民の理解の得られると考える段階で提示したい。（稲田大臣）

(6) 閣議決定において、民間の再雇用、定年延長の状況などを踏まえて検討を行うこととしている。2016年度までに職員団体を含めた様々な関係者の意見をききながら、検討を行っていく。（稲田大臣）
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